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本研究は，産業集積地帯でありながら高潮襲来地帯として知られる東京湾・伊勢湾・大阪湾の中で，国

の産業・経済上において重要であるにも拘わらず，低地が最も広く分布するために水災害から護りにくい大

阪湾を防災対策の研究対象とした．東日本太平洋沖地震に続く東南海地震が懸念され，その想定される巨大

な津波の来襲リスクがあるばかりでなく，気候温暖化によって強大化することによって懸念されているスー

パー台風による高潮を合わせて制御することを目標とする．一方で，大阪湾臨海部の安全化によって大阪圏

を国力の中心となり得る副都化を目指し，米国のニューヨークの様な経済の副首都化によって産業のバック

アップまたは国力継続（BCP化）策として，本研究は，国難を回避することも合わせて検討している． 
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1. はじめに 
 
東京湾と大阪湾は津波や高潮による巨大災害を防ぐた

めには，低地と工業化と都市化が進み，災害防止のハー

ドの工事には不利な地形をしている．その結果，避難以

外に有効な手立てが乏しく，人的被害や経済的被害が甚

大となることが想定されている． 
そこで，臨海部の大半が歴史的に低地にあるために，

最も護りにくい大阪湾を対象として，大阪湾全体を安全

化する方策を検討した．即ち，湾口部の水流を制御する

ことによって水災害の根本的な防御を目指す．その効用

は，大阪湾臨海部の高度化を図り，なお且つ，現在まで

に首都移転が実現できなかったことを考慮して，複眼的

な大阪圏域の副都心化に配慮し，国家経済のBakup機能

を果たす役割を込めて国難の危機管理の計画とした． 
 
２. 計画の必要性についての議論 

 

（１）新たに巨大災害対策としての視点を加えた大阪臨

海域の新たな開発に関する実原可能性を再検討  

１）この紀淡海峡において，大阪湾内へ流入する高潮・

津波を人工的に制御する方策について，ハード対策を以

下の様に検討した．  

２）紀淡海峡は最大水深が１５０ｍ級の大水深であって，

工事の実現性については最初に技術的検討が必要である．

３）その次に，費用対効果（B/C)も検討せねばならない

が，大阪湾沿岸において想定される津波・高潮の災害額

は，巨大であるばかりか繰り返される可能性がある．従

って投資効果は十分として，主たる課題は前述の津波・

高潮を防御する構造物の技術的検討が中心となる．  

３）かって，紀淡海峡の横断橋について和歌山市加太か

ら淡路島の洲本市のルートが検討されてきたが，投資効

果からの判断によって中止されている．  

 しかし，地球環境が変わり，スーパー台風による常襲

的な災害が懸念される時代となった．また，歴史的津波

図-１ 大阪湾臨海部の巨大水災害を防止するための紀淡海峡

の地形形状とその防災への活用（Landsat7画像より切り出し）．
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の襲来が，既往の隣接地において再び襲う確率が高まっ

ている．既に湾岸土地利用の進展によって，巨大な災害

と人的被害が予想される深刻な事態が迫る現状となって

いる． 即ち，過去に断念した大規模土木事業を再検討

する時代となっていると判断する． 

４）前述のスーパー台風や線状降水帯による大規模な河

川氾濫の頻発の可能性に対し，①大阪北部における崩壊

しない強靭化河川堤防と共に，②大阪湾南部からの津

波・高潮対策を措置することによって，③国難とも表現

された災害の時代を背景として認識し，過去に検討され

た“横断橋の経済的視点”のみならず，新たに④根本的

な防災対策として紀淡海峡の海水流動を制御し，⑤大阪

湾の防災上の脆弱性を一挙に解決することを目標とする．  

  これらの方法について，具体的に工法の細部を以下

に検討した．  

（２）大阪湾域の地形的特徴と弱点 

大阪湾は，太平洋東北沖地震以後に，東南海地震

という巨大地震による最大級の歴史的な大規模津波が来

襲する災害への対策が検討されてきた．また，近年はス

ーパー台風による高潮災害が想定されている．しかしな

がら，その対策となると，歴史的に大阪湾の低地帯が大

阪城（５世紀の難波の宮の位置）の周辺を除き，かって

は古代の海であった背景があって，広大な低地帯の上に

大阪湾岸に神戸市から堺市に至るまでの大規模な連続す

る都市域が形成されてきた．臨海域は海面埋め立てによ

り，臨海工業地帯と都市機能の発達のために，大規模な

津波や高潮を防ぐための海岸施設を堤防の様な直線的な

形状のハード対策を施すことが困難な土地利用となって

いる．発生頻度は低いが破壊力の大きい津波については，

人的被害の視点から避難が災害対策の中心となってきた．

しかしながら，近年のスーパー台風の発生の顕著化によ

り，発生頻度の低い場合には建設物の投資効果の視点か

らも避難が優先されてきたが，頻度の明らかな増大を伴

う状況変化を受けてきた．即ち，台風襲来の度に巨額な

被害を日本各地で起こしており，津波の来襲の想定確率

と台風のコースによって発生する高潮災害という二つの

災害に対し，避難だけでは被害額が重なるばかりか，人

的被害も繰り返される確率が高まっており，有効なハー

ド対策が必要な事態となっている．しかし，同様な地形

条件にある伊勢湾や東京湾についても共通する問題とし

て，早くから内閣府防災担当により被害予測と対策が検

討されてきた．それにも拘わらず，抜本的対策とは言え

ない，有効な防災対策が困難な状況が前記の三湾につい

て続いている．即ち，巨大災害が懸念される地区につい

て確信的な方針が見当たらない状況なのである． 

（３）高潮対策への著者によるこれまでの考え方 

 津波や高潮に対しては，函体内蔵型海岸堤防を築き，

日常利用のために函体の上の盛土が公園ともなる利用を

図ってきた．一方で，土地利用の進んだ市街域の場合に

は，公的費用に加えて民間資金も取り入れたPublic 

Private Partnership (PPP)の制度を利用することにより，

土地所有者の協力を得てマンション等を併設し，土地利

用者からの買収や退去を伴うことなく，防災事業を円滑

に進める方針であった．従って，道路や鉄道等の直線的

な土地利用の条件がある位置に．函体内蔵型海岸堤防を

築く計画であった．しかし，PPPを利用しても現実の施

工となると，被災後の復興の場合でなければ円滑な工事

の進展に必要な合意形成が容易でないのである．その結

果，海岸線の長い東京湾や大阪湾の場合は，事前の防災

対策の実現が困難視される現状である．道路や鉄道を函

体内に内蔵することを考え，そして盛土によって公園利

用が可能となっても，短い距離ならば比較的歓迎される

であろうが，延長の長い高潮・津波対策ともなると，地

元との調整が容易でないと考えるのが真実であろう． 

 

３．大阪湾の全体を俯瞰する広域的な視点からの

対策案の必要性 

それ故に，前述の巨大災害について具体的に防御

を検討すると，洋上からの津波の伝播と回折による大阪

 

図-2 大阪湾岸の荒川下流の浸水域と函体内蔵型堤防の配置

計画（○印が防災丘陵型河川堤防，●印は防災丘陵型高

潮海岸堤防，浸水図は大阪湾高潮浸水想定区域図  [想定最

大規模]より． 
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湾臨海域への侵入と陸上への遡上を如何に防ぐかとする

基本的であって有効な方法の検討が必要となる．その場

合に，大阪市を中心とする近畿圏の大規模に連続する都

市圏に対し，敦賀湾一帯に分布する４か所の原発からの

汚染拡大を想定する事故を俯瞰するために，衛星画像を

使って全域を観察すると，特徴的な琵琶湖（なぜこのよ

うな形の湖がこの位置にあるのかの地質構造）と，大阪

湾の紀淡海峡の山の尾根が沈降した様な連続した三つの

島が，紀淡海峡を半ば塞いでいるという特徴に気付く． 

奇妙な印象であるのは淡路島についても同様であ

る．不思議な形状の大きな島が南西から北東に神戸市に

向かっている．これらの山がちな地形は，あたかも大阪

湾を瓜型に囲んでいる様に見える．それとは逆に，大阪

府周辺は古代の巨椋湖の様に，淀城付近まで昔は湿地帯

であって，水災害対策としては極めて不利な地形であっ

た．一方では，東京湾の東部のみの低地（古代の海面），

或いは伊勢湾の名古屋城の西部の木曽三川が古代に海面

であったことが知られていても，東京西部や名古屋東部

は丘陵地帯であって，大阪城（難波宮や旧本願寺跡）を

除く全域が流入河川の流送土砂によって沖積層となった

大阪湾に比較すれば，東京や名古屋は都会部の半分の地

域が比較的に安全な丘陵地帯にある．従って，大阪湾に

ついては津波や高潮による海面上昇の変位分の海水が大

阪湾に流入するのを，紀淡海峡において阻止する方法が

考えられる．そのために，阻止の具体性があるかの検討

が必要になる． 

 

４．大阪湾の湾口の特徴と海岸防災上の問題点 

（１）大阪湾口の築堤運河化が可能であるか否か？ 

如何に岬や島によって地形的に人工的な防災構造

物が可能に見えても，その現実的な視点から距離と最大

水深の程度が重要となる．なお，瀬戸内海の大型橋の建

設の様に，浅い海域または島を利用した吊橋形式が採用

されてきた．大阪湾口においても紀淡海峡に建設が実際

に検討されてきたが，費用に対する便益の視点から断念

されている．東京湾口についても富津岬と海鹿島および

観音崎を結ぶ吊橋が検討されたが，湾口幅が大阪湾紀淡

海峡の4.7kmよりも20.9kmと幅広（旧第三海保のアシカ

島は航行の阻害物として撤去）なため，東京湾は大阪湾

よりも工事が困難であって，中止されてきた．なお，最

大水深については大阪湾が約１３０ｍ，東京湾が１０４

ｍであって，最終氷河期の終わる１万年前までは，古東

京川の長い渓谷になっており，現在の海底地形にも顕著

に痕跡が残っている．一方，大阪湾の場合は，淡路縁り

のみに氷河期の潮汐による狭窄部の深掘れが－１３０ｍ

と著しい．同様に，明石海峡においても潮汐によると見

られる深掘れが見られる．参考までに明石海峡大橋の橋

脚は津波や高潮の場合には浅水域に侵入すると水深方向

に流速が一様となるため，流体力に対抗するには既存の

建設例がある万トン級の函体の沈設と，その基礎となる

割石マウンドが必要となろう． 

（２）紀淡海峡の運河閘門に関する概略形状 

なお，明石海峡の吊橋基礎は，全長3,911ｍ，基礎

の水深は63.5ｍ，直径85ｍ，重量が１トン以上の割栗石

を１０ｍ級に敷き詰めた基礎マウンドになっている．ま

た，釜石の津波防波堤のマウンドと災害復旧後のケーソ

ンサイズも参考となる．但し，紀淡海峡は潮流が大きい

という相違があることに注意せねばならない．また，紀

淡海峡の海中構造物のスケールに類似の形式に重力ダム

があり，世界の最大級の有名な重力ダム，高さを重視し

て選定すると，アタチュルクダム（トルコ）が１６６ｍ，

三峡ダム（中国）が１６２ｍ，アスワンダム（エジプ

ト）が１１１ｍ，である．これらの中で3,800mのアスワ

ンダムが長さの視点から最も近い形状と推測する． 

よって，紀淡海峡の場合には，釜石津波防波堤の

割石マウンドと，アスワンダム級の重力式ダムが想定さ

れる．大きく相違する形状は，発電による放水ではなく，

例えば５個の閘門（１門は常に開放，北航行２門，南航

行２門）を配置する．通常は開放しており，非常時には

南北の航行用の各２門を閉塞させねばならない．閘門の

幅はスエズ運河型の深さ２４ｍ（幅は２０５ｍと広過ぎ

で不適），従って閘門幅はパナマの新型式によって拡幅

された５５ｍと仮に設定する．但し，津波に対して閘門

の開閉のためには，パナマ運河を真似てこの幅まで拡幅

するのは稼働上において問題を生じる可能性がある．従

って，必要に応じて閘門の幅を再検討する必要があろう． 

 以上，著者は細部の検討の素案として提案しており，

大きな課題も残るため，細部についてはご容赦願いたい． 

 

５．おわりに 

 

紀淡海峡を５閘門によって海水流動を制御した場合の

 

図-3 大阪湾南部の紀淡海峡や東京湾口においては，いずれ

も費用・便益の視点から計画中止に至るという，大工事

にして且つ難工事である．しかし，現在は交通の重要性

と地域開発ばかりでなく，新たに湾奥における巨大な水

災害を防止する目的が新たに加わり，投資効果を再検討

する意義があるという気候変動の時代となった．  
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効果を記して，計画案の結論とします． 

大阪湾口における海水流動の閘門化による制御がも

たらすの便益は，次の通りである． 
1）有効な対策が困難な大阪湾の津波に対し，防御す

ることが可能となり得る．   
2）高潮防御が困難な海岸地形の条件を克服し，防災

と港湾・産業利用が共に安全化する． 
3）広大な湾中央部までの遠浅水面の埋め立て利用に

よる土地造成や，大型建築物の整備が容易となる． 
4）森も備えた大型の海浜型都市公園が整備可能． 
5）六甲アイランドを越える多数の都市開発と移転先

の確保によって，現在の大阪湾岸域の再開発が容

易となろう． 
6）大阪湾の陸上と海面が，副首都に必要な空間的広

がりを備えた潜在能力を持つことを活用し，国難と

もなりうる可能性がある巨大水災害を制御し，大幅

に減災し発展することが可能となる． 
7）現在まで，首都移転の実現性が遠ざかり，一方で，

東京一極集中の問題と国の制御も危うくする程の

リスクを軽減するために，バックアップとも言う

べき日本のBCPに役立つ，複眼的な副首都を大阪湾

に想定し整備する． 

8）東京湾の巨大水災害防御は，湾口部の工事が比較

的に易しい大阪湾の建設の進捗を参考にし，その後

にこの難工事を検討する．    

9）なお，本案による湾口の海水制御が可能となれば，

建設されたら経済効果が極めて高く，被災時の人

的被害や経済的被害を免れるばかりか，大阪湾臨

海域の安全化がもたらす経済的効果は広大かつ湾

東岸の浅海域の臨海部の埋め立てと都市開発によ

り，副首都化するであろう．その効果は，日本国

の経済・行政基盤の安定化に計り知れない複眼的

な安定性をもたらすと考えている． 
10）逆に，湾口整備の負の効果として鳴門海峡への影

響によって更に潮流が急流化すると考える．また，

高松市や和歌山市における海面上昇や津波高が増

すことが予想されるため，影響を調査した後に，

消波・無反射等の対策を考慮する必要がある． 
以上，関係者の方々に御一考と御意見を期待します． 
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